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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 1,964 11.7 △52 ― △11 ― △16 ―

22年3月期第2四半期 1,758 △38.3 △325 ― △290 ― △292 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △3.99 ―

22年3月期第2四半期 △70.10 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 7,892 5,523 70.0 1,326.61
22年3月期 8,110 5,635 69.5 1,352.88

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  5,523百万円 22年3月期  5,635百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00
23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 10.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,500 26.3 40 ― 60 ― 50 ― 12.01



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる
場合があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「２．その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 4,191,801株 22年3月期  4,191,801株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  27,934株 22年3月期  26,190株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 4,164,546株 22年3月期2Q 4,165,881株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間における世界経済は、一昨年秋以降の金融危機に端を発した景気の停滞が続いてお

り、新興国など一部に成長は見られるものの、欧州における財政危機や信用不安、米国の景気減速懸念などによ

り、本格的な回復には依然として厳しい状況が続いております。 

 わが国経済におきましても、政府の景気刺激策等により、一部の業種に底打ちの兆しが見られましたが、急激な

円高の進行とデフレが企業業績の先行きに不透明感を与え、設備投資の凍結や先送り、生産調整などが継続され、

厳しい事業環境となっております。 

 このような経済環境の中、当社グループが関連する業界におきましては、民生家電及びＤＶＤ・ブルーレイディ

スク関連などで設備投資が抑制され、停滞したものの、主力のデジタル放送関連、電波関連に動きが見られ、売上

は増加いたしました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,964百万円（前年同期比11.7％増）、経常損失11百万円

（前年同期は290百万円の経常損失）、四半期純損失16百万円（前年同期は292百万円の四半期純損失）となりまし

た。 

 売上高の品目別内訳は次のとおりであります。 

① ビデオ関連機器 

 放送関連設備で国内に動きが見られ、また米国及びアジアにおいても好調に推移したことから、民生設備関連

は停滞したものの、売上は増加いたしました。 

 この結果、売上高は1,104百万円（前年同期比31.9％増）となりました。 

② 電波関連機器 

 2011年７月のアナログ放送停波に対応する地上デジタル放送受信工事の需要により、テレビの電界強度測定器

が好調に推移し、また一部の電子部品関連にも動きが見られ、デジタル放送関連の生産設備投資抑制による停滞

をカバーして、売上は増加いたしました。 

 この結果、売上高は428百万円（同35.1％増）となりました。 

③ 汎用計測機器 

  ＤＶＤ及びブルーレイディスク関連は設備需要が一巡し、停滞したことから、売上は減少いたしました。 

 この結果、売上高は220百万円（同53.0％減）となりました。 

④ その他 

 修理・部品等であり、特記すべき事項はありません。 

 この結果、売上高は211百万円（同56.6％増）となりました。 

 売上高の地域別内訳は次のとおりであります。 

① 日本 

 日本国内におきましては、政府の景気刺激策により、一部の業種に底打ちの兆しが見られましたが、急激な円

高の進行とデフレが企業業績の先行きに不透明感を与え、設備投資の凍結や先送り、生産調整などが継続され、

厳しい事業環境となっております。 

 このような状況の中、当社グループが関連する業界におきましては、引き続き設備投資が抑制されており、民

生家電及びＤＶＤ・ブルーレイディスク関連の設備需要が停滞し、放送関連設備の動きとともにテレビの電界強

度測定器は好調に推移したものの、売上はわずかに減少いたしました。 

 この結果、売上高は1,287百万円（同2.1％減）となりました。 

② 北米・中南米 

 米国におきましては、景気に減速の懸念が見えはじめており、先行きに不透明感があるものの、緩やかな回復

基調で推移いたしました。また中南米におきましては、各国で地上デジタル放送の日本方式の採用が広まってお

ります。 

 このような状況の中、主力の放送関連における設備需要が堅調に推移し、売上は増加いたしました。 

 この結果、売上高は348百万円（同46.1％増）となりました。 

③ アジア 

 新興国を中心に放送関連及び電子部品関連設備の需要に活発な動きが見られ、売上は大幅に増加いたしまし

た。 

 この結果、売上高は309百万円（同100.7％増）となりました。 

④ その他 

 欧州における財政危機や信用不安の問題などが影響して設備需要は停滞し、売上は減少いたしました。 

 この結果、売上高は20百万円（同59.6％減）となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

- 2 -



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ217百万円減少し、7,892百万円となりまし

た。減少の主な要因は、受取手形及び売掛金が170百万円減少したことなどによります。 

 負債合計は前連結会計年度末に比べ106百万円減少し、2,368百万円となりました。減少の主な要因は、長期借入

金が40百万円減少したことなどによるものであります。  

 純資産は、5,523百万円となり、自己資本比率は0.5ポイント増加し、70.0％となりました。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ73百万円減少して、1,021百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は89百万円（前年同期比221.2％増）となりました。 

 これは主に税金等調整前四半期純損失が15百万円となったものの、売上債権の減少179百万円及び減価償却費118

百万円による資金増加があったことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は36百万円（前年同期比41.1％減）となりました。 

 これは主に固定資産の取得による支出22百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は106百万円（前年同期比38.0％減）となりました。 

 これは主に配当金の支払額41百万円、長期借入金の返済額40百万円などによるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 今後の当社グループが関連する業界におきましては、全般的には設備投資など厳しい環境が続くものと予想され

ますが、一部の電子部品関連で設備投資の動きが見られ、また2011年７月のアナログ放送停波に向けてデジタル家

電の本格的な普及が見込め、さらには地上デジタル放送受信工事のための設備需要にも引き続き期待しておりま

す。 

 また、米国、アジアなどにおける放送関連設備にも堅調な動きを見込んでおります。  

 このような状況の中、引き続き話題の３Ｄ映像関連機器など得意とするデジタル放送関連、映画産業関連に対応

する製品開発に注力するとともに、徹底した経費削減と原価低減に当社グループ挙げて取り組んでまいります。 

 なお、平成22年５月14日に公表いたしました平成23年３月期（通期）の連結業績予想につきましては、変更して

おりません。 

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 なお、当該変更に伴う損益に与える影響はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,029,746 3,085,459

受取手形及び売掛金 865,401 1,036,103

商品及び製品 319,856 259,988

仕掛品 235,029 215,195

原材料及び貯蔵品 386,322 344,769

未収還付法人税等 1,959 560

その他 76,776 58,561

貸倒引当金 △2,353 △2,239

流動資産合計 4,912,739 4,998,399

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,063,935 1,098,686

土地 979,406 985,338

その他（純額） 218,366 269,027

有形固定資産合計 2,261,707 2,353,053

無形固定資産 272,700 291,830

投資その他の資産   

投資有価証券 251,120 277,644

生命保険積立金 165,726 159,657

その他 30,698 32,094

貸倒引当金 △2,634 △2,635

投資その他の資産合計 444,911 466,760

固定資産合計 2,979,319 3,111,644

資産合計 7,892,059 8,110,043
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 455,308 476,486

短期借入金 266,000 266,000

未払法人税等 8,968 13,231

繰延税金負債 70 1,206

賞与引当金 78,687 77,802

その他 205,590 220,508

流動負債合計 1,014,625 1,055,234

固定負債   

長期借入金 180,000 220,000

繰延税金負債 2,079 11,575

退職給付引当金 1,018,745 1,018,812

その他 152,793 168,831

固定負債合計 1,353,617 1,419,218

負債合計 2,368,242 2,474,453

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,163,233 1,163,233

資本剰余金 1,272,297 1,272,297

利益剰余金 3,443,054 3,501,319

自己株式 △32,091 △31,244

株主資本合計 5,846,493 5,905,606

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △6,879 10,157

為替換算調整勘定 △315,797 △280,172

評価・換算差額等合計 △322,677 △270,015

純資産合計 5,523,816 5,635,590

負債純資産合計 7,892,059 8,110,043
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 1,758,303 1,964,901

売上原価 950,541 1,033,721

売上総利益 807,761 931,180

販売費及び一般管理費 1,133,385 983,318

営業損失（△） △325,623 △52,138

営業外収益   

受取利息 5,574 2,881

受取配当金 1,654 1,457

受取家賃 5,521 4,555

助成金収入 27,131 35,127

その他 6,702 3,940

営業外収益合計 46,583 47,962

営業外費用   

支払利息 5,654 4,090

為替差損 4,905 2,920

その他 783 638

営業外費用合計 11,343 7,649

経常損失（△） △290,383 △11,825

特別利益   

貸倒引当金戻入額 252 －

固定資産売却益 1,982 2,812

特別利益合計 2,235 2,812

特別損失   

固定資産売却損 1,443 －

固定資産除却損 864 73

投資有価証券評価損 － 2,546

会員権評価損 250 －

減損損失 － 4,230

特別損失合計 2,558 6,849

税金等調整前四半期純損失（△） △290,706 △15,863

法人税、住民税及び事業税 6,137 4,205

法人税等調整額 △4,824 △3,459

法人税等合計 1,313 746

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △16,609

四半期純損失（△） △292,020 △16,609
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △290,706 △15,863

減価償却費 133,288 118,513

減損損失 － 4,230

退職給付引当金の増減額（△は減少） △45,756 △37

賞与引当金の増減額（△は減少） △94,991 884

貸倒引当金の増減額（△は減少） △252 193

受取利息及び受取配当金 △7,228 △4,339

支払利息 5,654 4,090

為替差損益（△は益） △313 △1,601

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,546

会員権評価損 250 －

固定資産売却損益（△は益） △539 △2,812

固定資産除却損 864 73

売上債権の増減額（△は増加） 59,843 179,434

たな卸資産の増減額（△は増加） 269,612 △125,655

仕入債務の増減額（△は減少） △57,323 △18,803

その他の流動負債の増減額（△は減少） △20,924 △23,180

その他 20,957 △15,538

小計 △27,566 102,135

利息及び配当金の受取額 5,903 4,270

利息の支払額 △5,563 △4,000

法人税等の支払額 △11,368 △13,247

法人税等の還付額 66,351 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 27,755 89,157

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △18,705 △18,453

有形固定資産の取得による支出 △18,879 △10,619

有形固定資産の売却による収入 2,956 9,246

無形固定資産の取得による支出 △24,672 △11,802

貸付けによる支出 △10,000 △968

貸付金の回収による収入 1,141 1,781

その他 5,665 △5,980

投資活動によるキャッシュ・フロー △62,494 △36,796

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △27,204 △23,944

長期借入金の返済による支出 △40,000 △40,000

自己株式の取得による支出 △198 △847

配当金の支払額 △104,150 △41,656

財務活動によるキャッシュ・フロー △171,552 △106,447

現金及び現金同等物に係る換算差額 37,878 △19,753

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △168,412 △73,839

現金及び現金同等物の期首残高 1,522,949 1,095,130

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,354,536 1,021,290
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 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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（１）生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

② 製品仕入実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

③ 受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

④ 販売実績 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。  

４．補足情報

品目 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％）

ビデオ関連機器  957,525  178.9

電波関連機器  489,313  191.7

汎用計測機器  250,238  53.1

その他  89,378  180.9

合計  1,786,456  136.3

品目 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％）

ビデオ関連機器  58,450  151.9

電波関連機器  9,113  78.4

汎用計測機器  12,808  146.2

その他  28,673  145.2

合計  109,046  138.7

品目 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％）

ビデオ関連機器  1,104,801  131.9

電波関連機器  428,044  135.1

汎用計測機器  220,437  47.0

その他  211,617  156.6

合計  1,964,901  111.7
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